
サービス指定基準等の概要及び新規申請
（正確性を期すために、厚生労働省が定める指定基準自体を入手し、必ず参照してください。）
６　定期巡回・随時対応型訪問介護看護
（１）　指定基準概要　
	申請者要件
	法第７８条の２第４項各号の規定に該当しない者であること。

	　　　　　人員基準
	区　分

	職種
	資格
	員  数　等

	
	代表者
	
	認知症である者の介護に従事した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経営に携わった経験を有する者。
	

	
	管理者

	
	
	 ・常勤専従で１名
　　管理上支障がない場合、当該事業所の他職務、又は、
　　同一敷地内の他事業所・施設等の職務に従事可

	
	従業者　
　
	オペレーター
	看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者。
	・サービス提供時間帯を通じて専従１名以上
・オペレーターのうち１名以上は常勤の看護師、介護福祉士等でなければならない。
・ただし、当該オペレーターがオペレーターとして勤務する時間以外の時間帯において、当該オペレーター又は指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の看護師等との緊密な連携を確保することにより利用者からの通報に適切に対応できると認められる場合は、サービス提供責任者として３年以上従事した者をオペレーターとして充てることができる。

	
	
	定期巡回サービスを行う訪問介護員等
	指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たる介護福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者。

	・定期巡回サービスを適切に提供するために必要な数以上
（サービス利用の状況や利用者数及び業務数を考慮し適切な員数の人員を確保するものとする。）

	
	
	随時訪問サービスを行う訪問介護員等
	
	・随時訪問サービスの提供にあたる訪問介護員等が１以上確保されるために必要な数以上
・午後６時から午前８時までの間、サービスの提供に支障がない場合には、オペレーターが当該業務に従事することができる。

	
	
	訪問看護サービスを行う看護師等
	右参照
	次に掲げる職種の区分に応じ、それぞれに次に定める員数
イ　保健師、看護師又は准看護師　　常勤換算で２．５以上
　　（適切な員数の人員を確保すること）
ロ　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士
　　当該事業所の実情に応じた適当数
※１以上は常勤の保健師又は看護師でなければならない。

	
	
	計画作成担当者
	前項に掲げる定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者のうち、看護師、介護福祉士、医師、保健師、准看護師、社会福祉士又は介護支援専門員
	・１名以上を選任しなければならない。

	

	設備に関する基準
	設備及び備品等
	事務室等
	 ・事業の運営を行うために必要な面積を有する専用の事務室を設けることが望ましい。
　・間仕切りする等他の事業の用に供するものと明確に区分される場合は、他の事業と同一の事務室であっても差し支えない。（この場合に、当該事業を行うための区画が明確に特定されていれば足りるものとする）
　・事務室又は区画については、利用申込の受付、相談等に対応するのに適切なスペースを確保するものとする。


	
	
	備品等

	・サービス提供に必要な設備及び備品等を確保するものとする。
・特に、手指を洗浄するための設備等感染症予防に必要な設備等に配慮すること。


	
	
	機器等
	・利用者が円滑に通報し、迅速な対応を受けることができるよう、事業所ごとに次に掲げる機器等を備え、必要に応じてオペレーターに当該機器等を携帯させること。
イ　利用者の心身の状況等の情報を蓄積することができる機器等
ロ　随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器等
・利用者が援助を必要とする状態となったときに適切にオペレーターに通報できるよう、利用者に対し、通信のための端末機器を配布しなければならない。

	
	
	非常災害に際し必要な設備等
	

	
	
	その他必要な設備及び備品等
	


（２）　指定申請
	　　区分
	書類名

	申請様式
	指定申請書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　【第１号様式】

	付表
	①定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の指定に係る記載事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  【付表７－１】
②定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業を事業所所在地以外の場所で一部実施する場合の記載事項　　　　　【付表７－２】

	添付書類
	①申請者の登記事項証明書等
②従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表　　　   【参考様式１】③従業者の資格証の写し
④事業所の平面図・写真　　　　　　　　　　　　　　   【参考様式３】
⑤オペレーションセンターサービスの概要
　　※オペレーションセンターを設置しない場合のみ
⑥設備・備品等に係る一覧表　　　　　　　     　 　【参考様式５】
⑦利用者から通報を受ける機器の概要
⑧運営規程及び料金表
⑨利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要         　【参考様式１７】
⑩当該申請に係る請求に関する事項
⑪連携する訪問看護事業所一覧　　　　　　　　　　　【参考様式１３】
　　※連携型事業所の場合に提出
⑫看護職員等一覧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【参考様式１４】
　　※一体型事業所の場合に提出
⑬定期巡回・随時訪問サービスの委託先　　　　　　【参考様式１５】
　　※委託する場合のみ
⑭介護・医療連携推進会議の構成員　　　　　　　　【参考様式１８】
⑮法第７８条の２第４項各号の規定に該当しないことを誓約する書面　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【参考様式９－２】

	その他
	【地域密着型介護給付費の請求に関する事項】
※加算を算定する場合のみ
①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書　【別紙1】
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表　　　【別紙2】
③その他必要な添付書類


（３）添付書類説明
	番号
	添付書類
	内容
	備考

	①

	申請者（開設者）の
登記事項証明書等
	・介護保険に関する事業を実施する旨の
　記載のある登記事項証明書
	写し

	②
	従業者の勤務体制及び
勤務形態一覧表
（参考様式１）
（兼務している場合は時間数を按分し、職種ごとに分けて記載して下さい）
	・管理者及び従業者全員の、毎日の勤務
すべき時間数（４週分）を記入した勤務表

	

	③
	研修の修了証
資格証の写し

	①研修の修了証の写し（管理者のみ）
②資格が必要な職種の資格証等の写し

	

	④
	事業所（施設）の平面図・写真
（参考様式３）

	①事業所の平面図（用途・面積を明示した、Ａ４版又はＡ３版のもの）
②事業所の外観等の様子がわかる写真を
添付
・当該事業所の所在地以外の場所に当該申請に係る事業の一部を行う施設等を有する場合は、当該施設等の①及び②も添付してください。
	①面積は内法で記載してください。
②外観、事務室等
（カラー写真に限る。）

	⑤
	オペレーションセンターサービスの概要
※オペレーションセンターを設置しない場合のみ

	・利用者からの連絡を受ける体制及び実施方法、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成者等について記載してください。
	

	⑥
	設備・備品等に係る一覧表
（参考様式５）

	・事業所の設備・備品について設備基準上適合すべき項目の状況を記載してください
・当該事業所の所在地以外の場所に当該申請に係る事業の一部を行う施設等を有する場合は、当該施設等の一覧表も添付してください

	

	⑦
	利用者からの通報を受ける機器の概要
	
	

	⑧

	運営規程及び料金表

	・次の内容について、具体的かつ分かり
　やすく定めて下さい
①事業の目的及び運営の方針
②従業者の職種、員数及び職務内容
③営業日及び営業時間
④指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用定員
⑤指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容及び利用料その他の費用の額
⑥通常の事業の実施地域
⑦サービス利用に当たっての留意事項
⑧緊急時等における対応方法
⑨非常災害対策
⑩合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法
⑪その他運営に関する重要事項
⑫事業開始年月日（附則として記載）
・利用料その他の費用の額については、
具体的に定めてください

	・料金表と１日のサービス提供の流れがわかる書類を添付してください。
②従業者の研修等
⑥市区単位を基本としてください。
⑪従業者及び退職者の秘密保持等

	⑨
	利用者からの苦情を処理
するために講ずる措置の
概要（参考様式１７）
	・次の事項について、具体的かつ分かり
やすく記載して下さい
①利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置
②円滑かつ迅速に苦情処理を行うための
処理体制と手順
③その他参考事項
	・担当者名を記載して
下さい


	⑩

	当該申請に係る請求に関する事項

	・損害賠償発生時に対応が可能であることがわかる書類
　・損害保険証書の写し（証書が未着の場合は、申込書及び領収書の写しを添付）

	・損害賠償責任保険証書の写し（加入手続中の場合は、申込書及び領収書の写し）を添付してください。


	⑪
	連携する訪問看護事業所一覧（参考様式１３）
	①連携する訪問看護事業所を市内、市外に分けて記入すること。
・連携型事業所の場合のみ提出
	

	⑫
	看護職員等一覧
（参考様式１４）
	・一体型事業所の場合に提出
	

	⑬
	定期巡回・随時訪問サービスの委託先
（参考様式１５）
	①サービスを他の訪問介護事業所の訪問介護員等に委託する場合のみ提出すること。
②委託先との契約書の写しを添付すること。
	

	⑭
	介護・医療連携推進会議の構成員
（参考様式１８）
	・介護・医療連携推進会議の構成員を記載して下さい
	

	⑮

	介護保険法第７８条の２第４項各号の規定に該当しない旨の誓約書
（参考様式９－２）
	・内容を確認して申請者の住所、名称、代表者名、代表者の住所を記載・押印して下さい
	


指定申請書類チェック（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）
	区分
	書類名
	チェック

	申請様式
	指定申請書　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       　　 　【第１号様式】
	

	付表
	①定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の指定に係る記載事項　　【付表７－１】　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	
	　事業所所在地以外の場所で一部実施する場合の記載事項　　　　　　　　【付表７－２】
	

	添付書類
	①申請者の登記事項証明書等
	

	
	②従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表　　                       　【参考様式１】
	

	
	③従業者の資格証の写し
	

	
	④事業所の平面図・写真　　　　　　　　　　　                    　　　　　【参考様式３】
	

	
	⑤設備・備品等に係る一覧表　　　　        　                     　 【参考様式５】　　　　　　　　　　　　　　        　 　 
	

	
	⑥利用者からの通報を受ける機器の概要
	

	
	⑦オペレーションセンターサービスの概要　
※オペレーションセンターを設置しない場合のみ
	

	
	⑧運営規程及び料金表
	

	
	⑨利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要　　　　　　　　　　【参考様式１７】
	

	
	⑩当該申請に係る請求に関する事項
	

	
	⑪連携する訪問看護事業所一覧　※連携型事業所の場合に提出　　　　　【参考様式１３】
	

	
	⑫看護職員等一覧　　※一体型事業所の場合に提出　　　　　　　　　　　　【参考様式１４】
	

	
	⑬定期巡回・随時訪問サービスの委託先　※委託する場合のみ　　　　　【参考様式１５】
	

	
	⑭介護・医療連携推進会議の構成員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【参考様式１８】
	

	
	⑮法第７８条の２第４項各号の規定に該当しないことを誓約する書面　　【参考様式９-２】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	その他
	【地域密着型介護給付費の請求に関する事項】
①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書　                【別紙1】
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表および添付書類　　　　  【別紙2】
③その他必要な添付書類
	


3

